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ᶗɽ͡Ίʹ
　現代の国際経済は相互依存関係がڧまり、国際的な協力関係が必要不可欠である。貿易自༝化が中心
的な役割を果たし、東アジアは FTA（自༝貿易協定）1を用いて経済発展につなげている。特に ASEAN（東
南アジア諸国連合）は FTAに積ۃ的であり、19 9 2年の AFTA（ASEAN自༝貿易地域）に始まり、2015
年には AEC（ASEAN経済共同体）の設にࢸった。日本もこのை流にれることなく FTAを積ۃ的
にਪ進させなければならない。しかし、これに難৭を示すのが農業である。
　現代の日本経済は、高度な技術を用いた工業製品の生産を実現している。ਰୀ産業は輸入品によって
われ、国内生産はなくなる。日本では農業がਰୀ産業に֘当するが、日本農業は不要な産業ではない。
そのため、常に注目を集め保護政策が行われる。
　農業には、農産物の生産以外にも外部経済性が多くあり、洪水を防ぐ、地下水を࡞るなど多面的機能
を有している。また、農業は、৯料の生産以外にも໖Ֆなど工業製品の原ࡐ料やバイオ೩料などの生産
も行っている。農業にはさまざまな役割があるが、やはり農業への注目は৯料生産についてである。な
ͥななら、人間が生きていくために最も重要なのは৯料だからである。世界的にも৯料安全保障の問題
から農業は重要視される。
　自༝貿易のਪ進は必要であるが、৯料は༏先度の高い問題のため、農産物貿易の保護問題は常態化し
ているといっても過言ではない。特に、農産物の中で域としてѻわれる重要 5品目、コメ、ഴ、ڇ・
ಲ、ೕ製品、味資源࡞物は保護の要がڧい。しかし、FTAが進Ήなか、農産物保護を行うこと
は現実的ではない。日本農業の問題は、農家、農地、農協、農政とෳࡶにབྷみ合っている。また、世界
の通戦略に変化が表れるかもしれない。「平成の開国」とまでいわれた TPP（環太平洋パートナーシ
ップ）は、2017年 1月にドナルド・トランプが大統領に就任し、アメリカの TPP離脱を表明したため
発効がࠔ難となった。こうした中で、日本は FTAの発効を増加させており、日本農業は、どのように
変化していかなければならないのかについて検討したい。

ᶘɽػةతͳຊۀ

1ɽຊۀの状گ

　日本農業は৯料安全保障の面から危ዧされており、2014年の৯料自څは、カロリーϕースで 39 ˋ、
生産ֹϕースで 64ˋといためである2。カロリーϕースと生産ֹϕースの開きは、৯品の性質にも༝
来する。カロリーは、は高く野ࡊはい。日本人の৯生活は洋৯化しの消費量が増加した。ச産物
の消費は多くを輸入品に依存している。一方で、野ࡊの生産ֹϕースの自څは高く国内生産品でっ
ているが、野ࡊはカロリーϕースの自څにあまり影響を与えない。したがって、カロリーϕースの自
、はくなる。৯生活の変化に日本農業は対応できずに輸入৯品に置き換わったのである。しかしڅ
৯料の生産は必要不可欠であるのでॖখしてはならない。
　日本は高度経済成長期を通じて産業構造のస換に成ޭしඈ躍的な経済発展を達成した。経済発展は工
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業生産の増加であるから農業は相対的にॖখする。しかし、日本農業は、絶対的な農業の生産ֹをも減
গさせてしまった。生産の減গは危ዧすべき問題であり、日本農業の再生を模索しなければならない。
　日本は、もはや農業国ではないので、農業生産の減গは当然だという考えも成り立つのかもしれない。
戦後の日本は工業化を目ࢦし、経済的な๛かさを実現してきた。もし、日本が農業中心社会のままであ
ったなら現ࡏのようなൟӫはなかったであろう。しかし、先にもड़べたように、৯料問題から農業生産
の減গを放置できない。
　表 1は、19 85年以降の農業生産ֹを示したものである。年々生産ֹが減গしており、2014年は 19 85

表 1　日本の農業生産ֹ（億ԁ）

19 85 19 9 0 19 9 5 2000 2005 2010 2014

農業総生産ֹ 116,29 5 114,9 27 104,49 8 9 1,29 5 85,119  81,214 83,639  

छߞ

छ計ߞ 82,9 9 6 82,9 52 78,513 66,026 59 ,39 6 55,127 53,632 

米 38,29 9  31,9 59  31,861 23,210 19 ,469  15,517 14,343 

ഴྨ 2,152 1,69 8 843 1,306 1,537 469  384 

ࠄࡶ 41 64 61 72 9 3 9 9  60 

౾ྨ 1,041 9 29  711 1,013 768 619  749  

いもྨ 2,031 2,388 2,431 2,29 8 2,016 2,071 2,075 

野ࡊখ計 21,104 25,880 23,9 78 21,139  20,327 22,485 22,421 

果ྨࡊ 10,601 12,112 11,376 9 ,9 82 9 ,081 9 ,404 9 ,437 

༿ྨࡊܪ 6,9 12 8,9 81 8,29 8 7,713 8,19 3 9 ,585 9 ,576 

ྨࡊࠜ 3,59 0 4,787 4,303 3,444 3,053 3,49 6 3,407 

果実 9 ,383 10,451 9 ,140 8,107 7,274 7,49 7 7,628 

Ֆき 2,302 3,845 4,360 4,466 4,043 3,512 3,437 

工ܳ農࡞物 5,064 4,303 3,89 5 3,39 1 3,027 2,143 1,889  

その他࡞物 1,580 1,434 1,235 1,023 842 715 646 

ச産

ச産計 32,531 31,303 25,204 24,59 6 25,057 25,525 29 ,448 

用ڇ 4,727 5,9 81 4,49 4 4,564 4,730 4,639  5,9 40 

ೕ用ڇ 8,876 9 ,055 7,9 17 7,675 7,834 7,725 8,051 

生ೕ 7,59 6 7,634 7,014 6,822 6,759  6,747 6,9 67 

ಲ 7,9 10 6,314 5,059  4,616 4,9 87 5,29 1 6,331 

ܲ 9 ,342 8,622 7,011 7,023 6,889  7,352 8,530 

ܲཛ 5,09 9  4,778 4,09 6 4,247 4,346 4,419  5,109  

1）ཆࢋ 845 466 79  20 ʜ ʜ ʜ 

2）その他ச産物 830 865 645 69 9  619  518 59 5 

加工農産物 768 673 781 673 666 562 559  

生産農業所得 43,800 48,172 46,255 35,562 32,030 28,39 5 28,319  

（参考）農業総産出ֹにめる
生産農業所得の割合ˋ

37.7 41.9 44.3 39 37.6 35 33.9

（出所）農林水産省（2016）h 平成 26年生産農業所得統計ʱより࡞成。
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年に比べて農業生産ֹはܹ減している。この中で、特にコメの減গが著しい。戦後復興期にコメの増産
が必要であったが、19 67年に自څが達成され、࣍第にコメ余りが発生しݹ米の増加がみられるように
なった。そのため、19 71年から減政策が行われコメの生産は減গしている。
　ഴは、2007年度以降、政府ແ制限ങ入制度がഇ止されたことによるՁ֨の下མである。野ྨࡊは、
果実の減গがみられるものの、減গないし横ばいがଓいている。トマトなどの果ྨࡊはやや減গの
を示している。トマトは高い関੫によって守られているので、貿易自༝化は生産に影響を与える可能性
がある。ச産も同༷であるが、ச産の多くはڧい保護貿易が行われているので、貿易自༝化による生産
の減গが危ዧされる。
　日本の農業生産ֹはݦ著に減গしてきており、農業の役割を考えれば、日本農業のਰୀを過できな
い。日本農業を再生させていく方策が必要である。

2ɽ後ऀܧෆの

　日本は高ྸ化社会をܴえ、日本経済の行方が危ዧされている。これは、すでに日本農業において表面
化した問題である。持ଓ的な農業を実現していくためには担い手が必要である。農業生産の減গがଓき、
農業就業人口の減গも減গしている。この発は、高度経済成長期に農村から都市部への人口のҠ動で
あった。産業構造のస換期には問題なかったが、現ࡏは日本農業が危ぶまれる΄ど減গしてしまい、高
ྸ化、後ܧ者問題や࡞ߞ放غ地などの問題へとつながってしまった。
　֬かに、日本は工業化の過程で都市化を࡞り出し、農村人口を都市部へとҠ動させた。同時に高度経
済成長は、工場などを農村にも建設したため農村地域にޏ用機会をもたらした。農業の機ց化により農
業のܰ減もあって、農業以外の所得がある݉業農家が増加した3。日本農業の社会的変化は、農村に࡞
農家以外の比が増える農村のࠞࡏ化をもたらした。農工間֨ࠩは大きく、農外所得を得るはଓい
た。その結果として、農村人口の流出と離農をえることはできず、ൢച農家数の減গとなった。特に
減গが著しいのは݉業農家である。この中でも農業所得を従とする第 2छ݉業農家の減গである。現代
の農家は、後ܧ者がいないので農業をܧଓできない。

表 2　ൢച農家数

19 85 19 9 0 19 9 5 2000 2005 2010 2015

専業農家 49 8,29 9  473,359  427,584 426,355 443,158 451,427 442,805 

第 1छ݉業農家 758,9 11 520,560 49 8,39 5 349 ,685 308,319  224,610 164,79 0 

第 2छ݉業農家 2,057,721 1,9 76,608 1,725,424 1,560,869  1,211,9 47 9 55,169  721,9 9 6 

計 3,314,9 31 2,9 70,527 2,651,403 2,336,9 09  1,9 63,424 1,631,206 1,329 ,59 1 

（出所）農林水産省ʰ農業センサスʱより࡞成。

表 3　2015年の農家の後ܧ者の有ແ

数 ˋ

同ډ農業後ܧ者がいる
உの同ډ農業後ܧ者 362418 27.3 

ঁの同ډ農業後ܧ者 34686 2.6 

同ډ農業後ܧ者がいない
他出農業後ܧ者がいる 250471 18.8 

他出農業後ܧ者がいない 682016 51.3 

計 1329 59 1 100.0 

（出所）表 2に同じ。

　日本農業は、農家の主なಇき手
が農業以外の事についてしまっ
ている。すでに「ࡾちΌΜ（じい
ちΌΜ、ばあちΌΜ、かあちΌΜ）
農業」といわれており、日本農業
は高ྸ者が担っている。2015年
の基װ的農業従事者4の平均年ྸ
は であり、19ࡀ67.0 9 5年の 59 .6
と比べて高ྸ化が加速していࡀ
る5。この高ྸ化は日本全体の高
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ྸ化社会とはҧい農家の世代交代ができていないからである。
　表 3にあるように、同ډ農業後ܧ者がいない農家のうち、他出農業後ܧ者6がいないൢച農家は 51.3
ˋとなっている。したがって、農家の約半数に後ܧ者がいないため、࣍世代にܧঝできずにそのまま
平均年ྸの上昇となる。
　後ܧ者不足と対に農家は農業を残しておきたいと考えており、「自分の子ڙに自家の農業をܧがせ
たいか」について、「ࢥう 69 わないࢥ」、「ˋ7. 29 .8ˋ」となっている。農業をҡ持させていきたいとい
う意がڧいが、後ܧ者不足の発生は所得の問題を原因としている。ܧがせたいとࢥわない理༝につい
て、「農業ではे分な収入が得られないため」が 83.8ˋとなっている7。持ଓ的な農業を達成するために
は、いかに安定した所得を得られるようにしていくかが課題である。

ᶙɽͱ࢈қ

1ɽの変遷

　৯料֬保はۃめて重要であり、৯料不足は社会的なࠞཚを招くため、৯料危機の発生に備えておかな
ければならない。これらを市場経済だけでे分に役割を果たすのは難しく、国家の管理統制が必要とな
る。歴史的にみて、政府は農業にհ入し、生産・調達を調整してきた。したがって、現代の日本農業は、
過去の農政により形成されたといえる。
　戦後の日本は現ࡏにࢸるまで、さまざまなվֵを行ってきたが、その多くは外ѹによるものであった。
G H Q による民主化の流れの中で、農地վֵが行われ、࡞ߞ者主義に基づきখ࡞農から自࡞農へのస換
が図られた。自࡞農になったことで生産性の上は࡞ߞ者にؼଐするため農地վֵは༏れた機能である
とࢦఠされている8。終戦当時は৯料難であったので増産に重点が置かれていた。৯料֬保について、
戦時中（19 42年）に制定された৯ྐ管理法（৯管法）によりҾきଓき統制が行われた。農࡞物の中で
も特に主৯であるコメへの政策がڧかった。
　高度経済成長が成ޭし๛かになるにつれ、都市部の工場࿑ಇ者と農家との間で、農工間֨ࠩが生じる
ようになった。そこで、農業の生産性の上や生活水४の均ߧを目的とした農業基本法が 19 61年に制
定された。コメの増産が行われ全自څが達成されつつある時期でもあった。コメは৯管法に基づき政
府がങい入れച٫を行う。政府米は米Ձの上昇をもたらし、政府が農産物Ձ֨をҾき上げたことにより
農工間֨ࠩの是正につながった。
　しかし、これが 3K ࣈ（国మ、健߁保険、コメ）といわれたようにコメ政策の൷となり政策స換
を図らなければならなくなった。19 69 年には自主流通米制度が始まり、19 71年にコメの生産調整とし
て水田から࡞࡞ߞ物へのస࡞をଅす減政策が本֨的に始まったのである。
　高度経済成長も終わり、本֨的に日本は国際化時代へと突入する。それは、農産物貿易にも影響を及
΅し、࣍々に輸入数量制限のఫഇにࢸった。こうした中にありながらも日本政府は「コメは一ཻたりと
も入れない」と保護主義の࢟勢を徹ఈしていた。しかし、19 86年～19 9 4年の G ATT・ルグアイ・ラ
ンドでは、農産物も自༝化の対象となり、ミニマム・アクセスを経て、ついにコメの関੫化が始まっ
た。国内農政は、WTO の「農業に関する協定」に基づき、Ձ֨政策ではなく直接ࢧいにしなければ
ならない。19 9 4年に৯ྐ法が制定され、ൢച・流通が自༝化され、৯管法は 19 9 5年にഇ止された。
　農業基本法は生産性の上を図っていたが、農業以外の産業の成長や農産物貿易自༝化などにより、
農業就࿑者の高ྸ化や農業生産の下がみられるようになった。農業基本法に変わり 19 9 9 年に৯料・
農業・農村基本法が制定された。৯料・農業・農村基本法の基本的理念は、৯料の安定څڙの֬保、多
面的機能の発ش、農業の持ଓ的な発展、農村の振興である9。基本法は৯料・農業・農村基本計画によ
って実施される。農産物輸出戦略として 2020年には農林水産物輸出ֹ 1ஹԁを目ࢦしている。
　日本の農政は、終戦当初は国内生産の増加を行い、そして、現ࡏはグローバル化の流れを受けて保護
から߈めへのస換を図ろうとしている。
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2ɽ࢈қのࣗ༝化

　৯料輸入の増大は、৯料自څの下をもたらし、日本農業の存ଓがࠔ難になってきている。しかし、
৯料輸入は今日に始まったことではなく、戦後の৯料難においても৯料を輸入でっていた。戦後は৯
料の増産が期待できたのに対して、現ࡏの農業はਰୀの一途をたどっているので危機ײを֮えざるを得
ない。日本は貿易にࢧえられ発展してきたが、これは日本農業が国際ڝ争にさらされていくことになる。
国際的にみて日本の工業力はڧさを増した。対র的に日本農業はڝ争力が弱く保護貿易を行わなければ
ҡ持できない状態となった。
　しかし、国際社会の中で、日本経済の活躍に伴って、日本は農産物貿易の自༝化を余ّなくされた。
日米貿易ຎࡲは日本の輸入拡大を求め、そのͻとつとして日米農産物交বが開始された。代表的な例は、
19 88年のڇ・オレンジの自༝化である。さらに、戦後一؏して貿易自༝化が進められてきたが、
ルグアイ・ランドで、「例外なき関੫化」が࠾られ、農産物の国ڥા置も輸入数量制限から関੫へと
変わった。また、農産物の関੫もҾき下げられており、コメなどの高関੫品目をআけば、農産物の関੫
は下しているので、すべての日本農業が高関੫によって守られてはいない。
　そこで、保護主義的なはどのような࡞物であるのか。コメ、খഴ、大ഴ、ࢦ定ೕ製品等、生ࢳは、
国が一元的に輸入を行う国家貿易が行われている。TPPにおける農林水産物の生産ֹへの影響について
試ࢉ対象品目は、関੫ 10ˋ以上、国内生産ֹ 10億ԁ以上のものが挙げられている。農産物（19 品目）
米、খഴ、大ഴ、でΜค原料࡞物、ڇ、ಲ、ڇೕೕ製品、খ౾、いΜげΜ、མՖ生、こΜにΌくい
も、、加工用トマト、かΜきつྨ、りΜご、パインアップル、ܲ、ܲཛ、であり、林水産物（14
品目）合൘等、あじ、さば、いわし、΄たてがい、たら、いか・ׯしするめ、かつお・まぐろྨ、さけ・
ますྨ、こΜぶྨ、のりྨ、うな͗、わかめ、ͻじき、である10。農産物すべてが保護主義ではないが、
主要な農࡞物が守られているので保護主義的なҹ象がある。日本は貿易交বで農産物の関੫をҡ持しଓ
けようとする。表 4は TPP参加 12か国の交বでの農産物の関੫ఫഇを示したものである。

表 4　TPPの農林水産品の関੫ఫഇ

即時ఫഇ
2～11年目まで
ఫഇ

12年目以降ఫഇ
非ఫഇ（TR Q ・
（減等

11か国平均 85.1ˋ 11.8ˋ 1.6ˋ 1.5ˋ

日本 52.9 ˋ 25.7ˋ 3.7ˋ 17.7ˋ

（出所）農林水産省（2016）h TPPにおける農林水産物関੫の最終結果ʱより࡞成。

　日本の非ఫഇは、17.7ˋと 11か国平均の 1.5ˋに比べはるかに高く、即時ఫഇもい。即時ఫ
ഇの 11か国平均は 85.1ˋであるが、アメリカは 58.1ˋ、ϕトナムは 46.3ˋでఫഇのい国もある11。
国ごとにばらつきがありながらも、段階的にはఫഇに応じている。つまり、日本が他の 11か国に比べ
て農産物保護をৡらなかった。
　日本企業が国際的な事業展開をみせ、貿易自༝化がますます求められる時代にあって、農産物貿易を
保護していては貿易の進展が図られない。

3ɽຊの࢈қの૬ख国

　日本農業は国際的に弱く大෯な輸入過である。日本の農林水産物の 2015年の貿易ֹは、輸出約 7,451
億ԁ、輸入約 9 ஹ 5,209 億ԁであり12、輸入は輸出の 12ഒ以上もある。農産物貿易は拡大にあり、
2010年の農林水産物の貿易ֹは、輸出約 4,9 20億ԁ、輸入約 6ஹ 6,274億ԁであったので13、2015年の
農産物貿易は 2010年に比べ増加している。農業生産ֹは減গしているため、輸入の増加は当然のこと
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であるが、輸出の増加は注目できる。それは、本来、輸出増加は、国内生産ֹの増加を伴うが、農産物
はこのを示していない。
　日本農業は生産ֹ・農家が減গしているにもかかわらず、輸出が৳びているのは、国内けではなく
海外け生産へのҠ行の表れであろう。では、日本の農産物貿易はどのような相手国と品目であろうか。
表 5は、日本の৯料貿易の主な相手国比を示したものである14。農産物貿易は相手国にภりがڧく特
定の国と取Ҿを行っている。農産物貿易の相手国としてアメリカと中国が大きな割合をめている。輸
出入ともにアメリカと中国は経済規模が大きく人口も多いため主要な相手国となる。
　輸入はアメリカからが特に多く、খഴ、果実、ཙ農品などを輸入している。また、オーストラリアか
らはڇなどのཙ農品の輸入が多いため輸入相手国として高い比となる。これに対して、注目すべき

表 6　2015年の日本の৯料輸出（品目別）における相手国比（ˋ）
世界 アメリカ 中国 ߓ߳ 台湾 インドネシア マレーシア フィリϐン タイ

総輸出 100.0 20.2 17.5 5.6 5.9  1.8 1.9  1.5 4.5 

第 1ྨ　動物 100.0 9 .4 6.2 6.4 0.6 0.5 0.0 ― 1.7 

第 2ྨ　 100.0 12.7 ― 34.5 0.6 0.0 ― 0.8 5.2 

第 ڕ　3ྨ 100.0 17.4 22.3 7.9  3.4 1.4 1.4 1.4 10.5 

第 4ྨ　ཙ農品、ௗཛ 100.0 3.5 0.4 58.7 23.5 0.2 0.1 0.5 2.4 

第 5ྨ　動物性生産品 100.0 0.5 7.4 1.0 83.3 0.2 0.1 0.0 0.4 

第 6ྨ　थ木、༿ 100.0 2.6 49 .7 15.7 10.4 0.3 0.2 ― 0.0 

第 7ྨ　野ࡊ 100.0 23.3 1.4 16.2 40.1 0.2 1.2 0.1 1.1 

第 8ྨ　果実 100.0 0.1 3.9  29 .9  59 .7 0.1 0.5 0.1 2.3 

第 9 ྨ　コーヒー、 100.0 33.7 2.8 5.9  14.6 0.8 1.7 0.5 2.8 

第 物ࠄ　10ྨ 100.0 2.4 6.7 15.2 6.2 0.4 0.9  0.3 0.9  

第 คࠄ　11ྨ 100.0 2.5 1.3 46.5 11.5 0.8 1.4 0.2 7.5 

第 16ྨ　、ڕの調整品 100.0 10.0 2.0 64.8 7.7 0.1 0.9  0.1 1.2 

第 17ྨ　ྨ、࠭՛子 100.0 12.9  9 .4 28.8 13.7 1.1 0.6 0.1 4.6 

第 18ྨ　ココア 100.0 8.1 7.4 35.5 15.0 0.2 1.6 4.3 5.2 

第 19 物の調整品ࠄ　ྨ 100.0 12.9  6.3 36.8 16.0 0.7 0.8 0.7 1.9  

第 20ྨ　果実の調整品 100.0 21.8 7.9  28.1 13.9  0.4 1.0 0.7 1.3 

第 21ྨ　各छの調整৯料品 100.0 18.9  8.4 19 .4 13.2 1.0 1.8 1.8 3.6 

第 22ྨ　ҿ料、アルコール 100.0 19 .9  7.4 11.9  10.8 0.2 1.1 0.4 1.1 

第 23ྨ　৯品工業の残留物 100.0 3.7 10.6 8.0 12.6 2.2 2.4 0.6 5.5 

第 24ྨ　たばこ 100.0 0.3 1.6 36.8 55.2 ― 0.9  0.0 ―

৯料輸出合計 100.0 14.4 10.7 23.8 14.1 0.8 1.2 0.9  4.5 

（備考）品目名は実行関੫表を参考にし、一部省略・簡略化してある。
（出所）表 5に同じ。

表 5　日本の৯料貿易の主な相手国比（ˋ）

輸出
ߓ߳

23.8ˋ
アメリカ

14.4ˋ
台湾

14.1ˋ
中国

10.7ˋ
タイ
4.5ˋ

輸入
アメリカ

21.5ˋ
中国

14.0ˋ
タイ
6.8ˋ

オーストラリア
5.9 ˋ

カナダ
3.9 ˋ

（出所）O ECD, I nternational T rade by  C om m odity  Statistic sより࡞成。
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は輸出であり、߳ߓと台湾が高い比を示している。日本の৯料輸出はアジアけが多く、アジアでの
日本৯ブームが影響しているためであろう。また、߳ 。と台湾に以外にタイも輸出先として有望であるߓ
　アジアへどのような৯料品を輸出しているのだろうか。表 6は、日本の৯料輸出において品目別に相
手国比を示したものである。日本の৯料品輸出の相手国として、߳ߓと台湾のプレθンスが大きく、
総輸出よりも৯品輸出の比の方が高い。したがって、世界の中で、重要な৯料品輸出の相手国である。
特に、ཙ農品、ௗཛ、動物性生産品の輸出は、߳ߓと台湾けで大部分をめている。和ڇは国際的に
Ձを高めているため輸出品となっている。また、野ࡊ、果実の輸出も同༷であり、果実の輸出割合
が台湾で高いのは、りΜごの輸出によるもので、日本の農産物輸出の成ޭ例であろう。現時点では、ڕ
の輸出がタイに対して多くみられるものの、ASEAN4（インドネシア、マレーシア、タイ、フィリϐン）
に対しては高い比は示していない。しかし、ASEAN4は、経済成長が上昇にあり、消費市場を
形成しつつあることから、߳ߓと台湾などのような農産物の輸出先として今後期待できるのではなかろ
うか。
　日本農業は、国内けൢചを中心としてきたが、日本は高ྸ化社会で市場はখさくなっていく。これ
に対して、アジアの経済成長は市場を拡大させ、アジアの৯生活は多༷化している。日本農業もこれを
生かした戦略が必要であり、日本の農産物輸出はアジアをターήットにした戦略となる。

4ɽ'5" の૿Ճと࢈༌出へのస

　最近の貿易自༝化は、WTO のドーϋ・ランドが難ߤしていることもあり、FTAによって進められ
るがڧい。WTO は、先進国と途上国が対立し、農業分野においてもิ助金や৯料備の問題で交
বがまとまらない。このようなことから通戦略は FTAへҠっていく。FTAは、二国間あるいは近隣
地域間での協定であったが、さらに進Μで広域 FTAやメガ FTA15がみられるようになってきた。ただし、
すべてがॱ調ではなく、経済統合の先ۦ的な EU （Ԥभ連合）で、2016年にイギリスの EU 離脱問題が
発生しており、アジア太平洋では、2017年にアメリカが TPP離脱を表明した。
　日本もすでに FTAを 15の国・地域と発効しており、相手国はアジアが多い。さらに、これらは、
TPP、R CEP（東アジア地域包ׅ的経済連携）、日中韓 FTA、FTAAP（アジア太平洋自༝貿易ݍ）へと拡
大していく予定であった。TPPの発効の見通しが立たなくなったことで、R CEPが中心的な役割を果た
すのかが課題であるが、FTAの拡大は今後ともଓいていくのではなかろうか。そこで、関੫ఫഇが加
速する中にあっても日本は FTA交বにおいて農業保護の࢟勢を取りଓけた。しかし、メガ FTAの時代
に入り日本も貿易自༝化をさらにਪし進め、重要 5品目でさえも自༝化をしていかなければならない。
　֬かに、日本は、貿易自༝化が始まると農業がյ໓的な影響を受けるため、保護の࢟勢を取りଓけて
きた。FTAの拡大においても、今までのように農産物保護が可能であると考えられるかもしれない。
TPPは「例外なき関੫ఫഇ」としながら、日本は交বの末、自༝化を他国と比べてくできた。しか
し、FTAは関੫ఫഇを目ࢦすもので、いつまでも農産物保護の主ுは現実的ではない。
　では、これを是正するためにはどのような対策があるのだろうか。୯७なことだが国際ڝ争にえう
る農業を構築することだ。しかし、これができないからこそ保護によって農家を守ってきたという一面
はある。産業ҭ成政策は、༮ஓ産業保護のように国際ڝ争からִ離し成長をଅすこともできるが、開放
経済下では国際ڝ争にଧち勝たなければならず、貿易制限政策よりも輸出振興の方が産業発展に有効で
ある。アメリカや EU はิ助金による農業政策へ切りସえていったが、日本は一部の品で高関੫をҡ
持し市場開放には積ۃ的ではなかった。時代の流れの中で日本はస換期をܴえている。日本は、「߈め
の農林水産業」というように保護主義から輸出戦略へ切りସえはじめた。
　日本農業のڧみは品質のྑさであろう。日本農業がՁ֨ڝ争で国際ڝ争にଧち勝つのは考えにくい。
農産物輸出を可能とする背景は、アジアの経済成長による消費市場の形成が挙げられる。そして、日本
৯は、世界的に認知されるようになってきており、2013年、Ϣネスコ文化Ҩ産にొされた。日本৯
ブームや日本৯レストランの海外展開は、日本の農産物輸出のܖ機となる。そこには、日本の農産物へ
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の高いධՁが関連しており、高品質で高ڃ品の農産物へのध要がある。৯料は必ध品であるが、最限
のもの以外はᇋဥ品である16。アジアの༟層は、生きていくためだけの৯生活ではなくᅂ品として
日本の農産物をؚめて高ڃ৯ࡐを消費しているが、それだけをターήットにしたのでは日本の農産物輸
出にはつながらない。日本の農産物輸出市場の拡大は、༟層よりも市場が大きい中間層をターήット
とした中ڃブランドの֬立であり、それは、中間層も必ध品以外の৯事をとるようになり、そこに日本
৯を組みࠐΜでいくことである17。さらに、日本農業は輸入数量制限や関੫などの貿易制限で守られて
いたためマーケティング能力に欠けているとのࢦఠもある18。日本৯が一時的なブームで終わらず、世
界中に広がれば、日本の農産物輸出拡大につながる。
　日本農業の弱みは、農家はे分な所得が期待できないことにある。工業やサービス業は農業よりも
加Ձが高く農業よりも所得が高くなるにあり、農業は天ީにࠨӈされるので工業に比べて所得が
一定しないという欠点がある。これをิうために、アジアへ農産物輸出ଅ進の期待がありながらも、ิ
助金、直接ࢧいは必要であろう。財源は੫金であるため農業の役割を国民が認識しなければならな
い19。
　日本企業はグローバルなサプライチェーンを構築しているので、FTAの発効は日本経済に活性化を
もたらす。常に農業保護が問題となるが、FTAのਝ速なక結には、農産物貿易の自༝化が必要不可欠
である。さらに、日本農業の再生は、貿易制限だけでは限界に達している。「߈めの農林水産業」を実
現するためにさまざまな方策がとられており、2013年に農林水産業・地域の活力造本部が設置され、
2016年に「農林水産業の輸出力ڧ化戦略」がとりまとめられている。h 日本再興戦略 2016ʱでも「߈め
の農林水産業の展開と輸出力のڧ化」がड़べられており20、日本にとって農産物輸出は重要課題である。

ᶚɽ͓ΘΓʹ
　世界は、国際的な相互依存関係が構築されており、これを活性化させるために自༝貿易が必要となる。
WTO がఀする中で、FTAを用いて自༝貿易の実現に近づけている。しかし、日本にも FTAは必要で
ありながらも、農業問題が生じ交বを難ߤさせてしまう。戦後の農政は日本農業を形成してきたが、現
き危機的な状況である。しかし、৯料安全保障や多面的機能の問題ى者不足がܧは生産ֹの減গや後ࡏ
から農業をなくすことはできない。日本農業は、国内けの生産であったため、グローバル化した現代
に対応できずにఀしてきた。
　貿易自༝化は日本農業をՁ֨政策で保護できなくなりつつある。日本農業をҡ持していくためには、
保護貿易政策ではなく農産物輸出戦略へ切りସえていかなければならない。農産物輸出の相手国比は
と台湾が高かった。これは、日本の農産物がアジアへ輸出できるという期待があり、さらにߓ߳
ASEAN4の経済成長は、日本の農産物輸出の拡大につながる。このようなことから、世界的な FTAの
増加の中で、農産物輸出を用いた「߈めの農林水産業」によって日本農業の再生の可能性がある。


1）　本稿では、EPA（経済連携協定）をؚめて FTAとしている。
2）　農林水産省（2016）h ৯料धڅ表ʱによる。
3）　本間正義（2010）h 現代日本農業の政策過程ʱܚጯ義क़出版会、21ϖージ。
4）　基װ的農業従事者とは、農業就業人口（自営農業に主として従事した世ଳ員）のうち、;だΜ事として
主に自営農業に従事している者（農林水産省（2016）h 2015年度農林業センサス結果の概要ʱ167ϖージ）。

5）　農林水産省ʰ農林業センサスʱによる。
6）　農業後ܧ者は、予定をؚめて しډ者とは、同ܧঝする者で、他出農業後ܧの世代農業経営を࣍以上でࡀ15
ていない農業後ܧ者のことである（農林水産省（2016）前掲書、167ϖージ）。

7）　農林水産省（2010）h ৯品及び農業・農村に関する意識・意調査結果ʱによる。
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8）　生源ࣉᚸ一（2013）h 農業と人間　৯と農のະ来を考えるʱؠ書ళ、62ϖージ。
9 ）　農林水産省「৯料・農業・農村基本法のあらまし」。
10）農林水産省（2016）h 農政新時代～力が報われる農林水産業の実現にけて～ 。ɦ
11）農林水産省（2016）h TPPにおける農林水産物関੫の最終結果ʱによる。
12）農林水産省（2016）h 農林水産物輸出入概況 2015年（平成 27年）֬定ʱによる。
13）農林水産省（2011）h 農林水産物輸出入概況 2010年（平成 22年）֬定ʱによる。
14）৯料品とは H S分ྨ൪߸ 1～11、16～24である。これは日本貿易振興機構（2016）h ジェトロ世界貿易投資
報告ʱ日本貿易振興機構、110ϖージの品分ྨの定義による。

15）経済規模の大きい日本、米国、中国、EU による二国・地域間 FTA、または、これらの国・地域が二つ以
上参加するෳ数国・地域間 FTAである（日本貿易振興機構（2015）h ジェトロ世界貿易投資報告ʱ日本貿
易振興機構、40ϖージ）。

16）高ڃ品の生産増加は日本農業の再生につながるが、৯料安全保障の観点では、高ڃな野ࡊや果物はۓ急時
に必要とされないので、৯料の֬保にはつながらないともࢦఠされている（ؠ田৳人（2014）「日本の৯料
保障政策：関੫から直接いへ」馬田啓一・木村成編著（2014）h 通政策の論点―世界貿易のை流をಡ
Ή―ʱ文ᚸಊ、19 1ϖージ）。

17）本間正義（2013）「৯料と農業からみる日本のアジア戦略」h フィナンシャル・レビューʱ財務省財務総合
政策研究所、第 5߸、通ר 116߸、9 月、19 0ϖージ。

18）同上書、19 0ϖージ。
19 。田৳人（2014）前掲書、188ϖージؠ（
20）日本経済再生本部（2016）h 日本再興戦略 2016―第 ―けて産業ֵ໋に࣍4 。ɦ
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